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平成１０年 ５月２１日平成１０年３月期 決算短信

上場会社名 株式会社ワコール 上場取引所（所属部）東証・大証市場第一部、京証
コード番号 ３５９１
本社所在地 京都市南区吉祥院中島町２９番地
問 合 せ 先 責任者役職名 取締役 経理財務部長

氏 名 末 昭 一 TEL (075)682-1018澤

決算取締役会開催日 平成１０年 ５月２０日 定時株主総会開催日 平成１０年 ６月２６日
連 結 決 算 の 有 無 有 中間配当制度の有無 無

１．１０年３月期の業績 （平成 ９年 ４月 １日～平成１０年 ３月３１日）
（１）経営成績 （注）表示金額は百万円未満を切捨てております。

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
（対前期増減率） （対前期増減率） （対前期増減率）
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１０年３月期 １３７，３７７ ( 0.6) １０，６１３ (△ 1.3) １２，００９ (△ 2.1)
９年３月期 １３６，５３０ ( 3.3) １０，７５８ ( 6.4) １２，２６７ ( 3.2)

当 期 利 益 １株当たり 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高潜 在 株 式 調 整 後
（対前期増減率） 当 期 利 益 1 当期利益率 経常利益率 経常利益率株当たり当期利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１０年３月期 ８，３１２ （ 33.2） ５３ ９４ ５．９ ６．８ ８．７
９年３月期 ６，２４１ （ 2.2） ４０ ５０ ４．７ ７．４ ９．０

１０年３月期 １５４，１１７ 千株
（注）１．期中平均株式数

９年３月期 １５４，１１７ 千株
２．会計処理の方法の変更 変更はありません。

（２）配当状況

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配当金総額 配 当 性 向 株 主 資 本
中 間 期 末 （年 間） 配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
１０年３月期 １３ ５０ １３ ５０ ２，０８０ ２５．０ １．５
９年３月期 １３ ５０ １３ ５０ ２，０８０ ３３．３ １．５

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり
株 主 資 本

百万円 百万円 ％ 円 銭
１０年３月期 １７７，３７３ １４２，０６２ ８０．１ ９２１ ７９
９年３月期 １６６，７９０ １３５，９１０ ８１．５ ８８１ ８７

（注）１．期末発行済株式数 １０年３月期 １５４，１１７千株 （額面株式；１単位 １，０００株）
９年３月期 １５４，１１７千株

２．有価証券の時価と貸借対照表計上額との差額 ２３，１５４百万円
３．デリバティブ取引の時価と契約額等との差額 －百万円

２．１１年３月期の業績予想（平成１０年 ４月 １日～平成１１年 ３月３１日）

売 上 高 経 常 利 益 当 期 利 益 １株当たり年間配当金
中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
中 間 期 ７４，０００ ８，０００ ４，５００
通 期 １４２，０００ １２，５００ ７，２００ １３ ５０ １３ ５０

（参考）１株当たり予想当期利益（通期） ４６円７２銭
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添付資料

当期及び次期の業績の概況Ⅰ．

（当期の業績の概況）

当期の我が国経済は、消費税引き上げ、特別減税の打ち切り、医療保険の国民負担増など

を契機とし、さらに秋以降の金融システムならびに雇用不安、アジアの通貨危機等による先

行き不透明感と相まって、個人消費が急速に減退し、景気の回復の兆しが見えないままに終

始いたしました。

婦人ファッション衣料品業界におきましても、消費者の生活防衛を強く意識した買い控え

による個人消費の低迷が続く中、厳しい経営環境のうちに推移いたしました。

こうした中にありまして、当社は商品力の向上を図り、インナーウェアを中心に積極的な

事業展開に努めました。商品面では、ワコールブランドの９７年春夏キャンペーン商品「ス

レンダーブラ」、団塊の世代へ向けて開発した機能性の高い商品グループ「ラヴィエゼ」、

薄くて暖かい素材を使用したニットインナーの「暖（あったか）ごこち」、ウイングブラン

ドの秋冬キャンペーン商品「キュッとアップパンツ」などが好評を得ました。しかし、個人

消費の落ち込みによる影響を強く受け、全体としては伸び悩みました。

この結果、当期の売上高は、１，３７３億７７百万円で、前期に比し、０．６％の微増に

とどまりました。

利益面では、効率経営の徹底を図り、コストダウンの追求と経費の削減に努めましたが、

経常利益は、１２０億９百万円で、前期に比し２．１％の減少となりました。当期利益は、

東京地区事業所の再編成に伴う新宿ビルの売却等による特別利益などを計上し、８３億１２

百万円で、前期に比して３３．２％の増加となりました。

海外事業につきましては、競争の激しい米国下着市場の中で、米国ワコールがシルエット

分析装置によるコンサルティング販売を主体に、着実に評価を高めてきてまいりました。

また、アジア市場におきましては、通貨危機による混乱を受け、売上は総じて低調に終始い

たしました。なお、海外生産基地の整備拡充の一環として設立したベトナムワコールは、

本年１月に工場建設を完了し､４月より操業を開始いたしました。
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（次期の業績目標）

今後の見通しとしましては、景気の先行きは依然不透明で、当面予断を許さない状況が続

くものと思われます。

婦人ファッション衣料品業界におきましても、個人消費の本格的な回復は当分望むべくも

なく、消費者の買い控えの傾向の続く中、価格、機能、品質重視の姿勢はますます強まり、

企業間の競合はさらに激しくなるものと予測されます。

こうした中にありまして、当社は「愛される商品を作ります」「時代の要求する新製品を

開発します」という経営の基本方針に則り、商品力の強化と販売サービスの向上に努めると

ともに、環境の変化に機敏に対応できる高効率経営の実現に向けて、全社を挙げて邁進する

所存であります。

次期の業績の見通しとしましては、売上高１，４２０億円、当期利益７２億円を目標とし

ております。

配当政策Ⅱ．

当社は、長期にわたり安定的な経営基盤の確保のため、財務体質の強化を図りつつ、配当

についても配当性向を勘案しながら安定的な配当の継続に努め、永年にわたり、１株当たり

年間１３円５０銭の普通配当を継続するとともに、周年記念などのエポックには記念配当を

上乗せし、株主の皆様への利益還元に努めてまいりました。

当期の配当金につきましても、安定的な配当を堅持し、１株当たり年間１３円５０銭の配

当を予定しております。この結果、当期の配当性向は２５．０％、株主資本当期利益率は

５．９％、株主資本配当率は１．５％となります。

当期の内部留保金につきましては、生産・販売・物流体制や情報システムの整備に投資し

てまいる所存であり、将来的には収益の向上を通じて株主の皆様に還元できるものと考えて

おります。
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比較貸借対照表Ⅲ－１．

当 期 前 期
科 目 増減金額

平成10年 3月31日現在 平成 9年 3月31日現在

（ 資 産 の 部 ） 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産 １１０，５９１ ９７，８６４ １２，７２７

現 金 及 び 預 金 ５１，６９５ ３６，９０３ １４，７９１
受 取 手 形 ２，８８２ ３，３７３ △ ４９１
売 掛 金 １８，７４４ １８，５７７ １６６
有 価 証 券 １５，５１０ １８，１２６ △ ２，６１６
製 品 及 び 商 品 １８，０７０ １７，４５９ ６１０
原 材 料 １２４ １７３ △ ４９
仕 掛 品 ６７ ７４ △ ６
有 償 支 給 材 料 ２，６３１ ２，２２９ ４０２
短 期 貸 付 金 ２２８ １８８ ３９
その他の流動資産 ８７１ １，０１４ △ １４２
貸 倒 引 当 金 △ ２３４ △ ２５６ ２１

固 定 資 産 ６６，７８２ ６８，９２５ △ ２，１４３

有 形 固 定 資 産 ４３，６２２ ４３，０１４ ６０８

建 物 １５，０８１ １６，４６７ △ １，３８６
構 築 物 ３７２ ４３６ △ ６４
機 械 装 置 ２５ ３２ △ ７
車 両 運 搬 具 ４２ ４７ △ ５
工 具 器 具 備 品 ２，４７５ ２，４７７ △ １
土 地 ２３，３９４ ２３，５０２ △ １０８
建 設 仮 勘 定 ２，２３１ ５０ ２，１８１

無 形 固 定 資 産 ６８１ ６８２ △ ０

借 地 権 ５８５ ５８５ －
その他の無形固定資産 ９６ ９６ △ ０

投 資 等 ２２，４７７ ２５，２２９ △ ２，７５１

投 資 有 価 証 券 １３，９４１ １４，６７８ △ ７３６
子会社株式・出資金 ４，７７５ ５，３５３ △ ５７８
長 期 貸 付 金 １，１５９ １，６６２ △ ５０２
施 設 借 用 保 証 金 １，２５２ ２，０５１ △ ７９９
そ の 他 の 投 資 等 １，５１３ ２，０６０ △ ５４７
貸 倒 引 当 金 △ １４ △ １５ ０
投 資 評 価 引 当 金 △ １４８ △ ５６１ ４１３

資 産 合 計 １７７，３７３ １６６，７９０ １０，５８３
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当 期 前 期
科 目 増減金額

平成10年 3月31日現在 平成 9年 3月31日現在

（ 負 債 の 部 ） 百万円 百万円 百万円

流 動 負 債 ２９，６３６ ２５，６６４ ３，９７１

支 払 手 形 ５，８５３ ５，０９１ ７６１
買 掛 金 ６，０７５ ５，６７５ ３９９
一年以内返済長期借入金 ２５ １００ △ ７５
未 払 金 ４，０８０ ３，２５３ ８２６
未 払 法 人 税 等 ４，４７５ ２，５８９ １，８８５
未 払 事 業 税 等 １，３８９ １，０１５ ３７３
未 払 費 用 １４４ １４６ △ ２
賞 与 引 当 金 ３，７００ ３，８００ △ １００
返 品 調 整 引 当 金 １，８５０ １，７５０ １００
そ の 他 の 流 動 負 債 ２，０４３ ２，２４１ △ １９８

固 定 負 債 ５，６７４ ５，２１４ ４６０

長 期 借 入 金 － ２５ △ ２５
退 職 給 与 引 当 金 ５，０２９ ４，５４９ ４７９
そ の 他 の 固 定 負 債 ６４５ ６３９ ５

負 債 合 計 ３５，３１１ ３０，８７９ ４，４３１

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 １３，２６０ １３，２６０ －

法 定 準 備 金 ２８，５８８ ２８，５８８ －

資 本 準 備 金 ２５，２７３ ２５，２７３ －
利 益 準 備 金 ３，３１５ ３，３１５ －

剰 余 金 １００，２１４ ９４，０６１ ６，１５２

固定資産圧縮積立金 ７６０ ７９２ △ ３２
固 定 資 産 圧 縮
特別勘定積立金 ２３ － ２３

海外投資等損失準備金 １１ ２０ △ ９
配 当 平 均 積 立 金 ３，０００ ３，０００ －
別 途 積 立 金 ８７，３００ ８３，１００ ４，２００
当 期 未 処 分 利 益 ９，１１８ ７，１４８ １，９６９
（ う ち 当 期 利 益 ） （ ８，３１２） （ ６，２４１） （ ２，０７１）

資 本 合 計 １４２，０６２ １３５，９１０ ６，１５２

負債及び資本合計 １７７，３７３ １６６，７９０ １０，５８３
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比較損益計算書Ⅲ－２．

当 期 前 期
科 目 自平成 ９年４月 １日 自平成 ８年４月 １日 増 減 金 額

至平成１０年３月３１日 至平成 ９年３月３１日

（ 経 常 損 益 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

営業損益の部

営 業 収 益 （１３７，３７７） 100 （１３６，５３０） 100 （ ８４６）
売 上 高 １３７，３７７ １３６，５３０ ８４６

営 業 費 用 （１２６，７６３） 92.3 （１２５，７７２） 92.1 （ ９９１）
売 上 原 価 ７１，９３７ 52.4 ７１，５０１ 52.4 ４３６
販売費及び ５４，８２６ 39.9 ５４，２７１ 39.7 ５５４

一般管理費

営業利益 １０，６１３ 7.7 １０，７５８ 7.9 △ １４５

営業外損益の部

営 業 外 収 益 （ ２，０２９） 1.5 （ １，８６９） 1.4 （ １５９）
受 取 利 息 ４４９ ４２１ ２７
受 取 配 当 金 ８８３ ８６４ １９
その他の営業外収益 ６９５ ５８３ １１２

営 業 外 費 用 （ ６３３） 0.5 （ ３６１） 0.3 （ ２７２）
支 払 利 息 ２４ ３５ △ １０
その他の営業外費用 ６０８ ３２５ ２８３

経常利益 １２，００９ 8.7 １２，２６７ 9.0 △ ２５８

（ 特 別 損 益 の 部 ）

特 別 利 益 （ ３，９５３） 2.9 （ ３７７） 0.2 （ ３，５７５）
固 定 資 産 売 却 益 ３，９３１ ５９ ３，８７２
投資有価証券売却益 ２１ ３１８ △ ２９６

特 別 損 失 （ １，６４９） 1.2 （ １，４０３） 1.0 （ ２４６）
固 定 資 産 廃 棄 損 ４５４ １，０２７ △ ５７３
投資有価証券評価損 ５２５ － ５２５
子 会 社 株 式 評 価 損 ６６９ － ６６９
投資評価引当金繰入額 － ３７６ △ ３７６

税 引 前 当 期 利 益 １４，３１２ 10.4 １１，２４１ 8.2 ３，０７１

法 人 税 及 び 住 民 税 ６，０００ ５，０００ １，０００

当 期 利 益 ８，３１２ 6.1 ６，２４１ 4.6 ２，０７１

前 期 繰 越 利 益 ８０５ ９０７ △ １０１

当 期 未 処 分 利 益 ９，１１８ ７，１４８ １，９６９
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（重要な会計方針）

１．取引所の相場のある有価証券は移動平均法による低価法により、その他の有価証券は

移動平均法による原価法により評価しております。

２．棚卸資産は、先入先出法による低価法により評価しております。

３．有形固定資産の減価償却方法は、定率法によっております。

４．貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、法人税法による繰入限度額（法

定繰入率によるもの及び債権償却特別勘定）に個別判定による貸倒見積額を積増して

計上しております。

５．投資評価引当金は、非上場株式の価値の下落による損失に備えるため、非上場株式の

期末における実質価額を基準として個別判定により計上しております。

６．賞与引当金は、従業員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間に係る当期負担額

を計上しております。

７．返品調整引当金は、売上高と戻り高の対応関係を明確にするため、過去の返品率等を

勘案し、将来の返品に伴う損失予想額を計上しております。

８．退職給与引当金は、将来の退職金支給に充てるため、従業員については期末退職金自

己都合要支給額（退職年金制度への移行相当分を控除した額）を、役員については退

職慰労金支給に関する内規に基づく期末要支給額をそれぞれ計上しております。

なお、役員についての退職給与引当金残高８５５百万円は、商法第２８７条ノ２に規

定する引当金であります。

９．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

１０．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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（注記事項）

１．貸借対照表に関する事項 （ 当 期 ） （ 前 期 ）

（１）子会社に対する短期金銭債権 ３５４百万円 ４６９百万円

子会社に対する長期金銭債権 －百万円 ４４６百万円

子会社に対する短期金銭債務 ３，３７１百万円 ３，１６５百万円

（２）有形固定資産の減価償却累計額 ２３，４９８百万円 ２３，７２４百万円

（３）自己株式（当期 448株 0百万円、前期1,946株 2百万円）は、その他の流動資産

に含めて記載しております。

（４）当期中の発行済株式数の増加はありません。

２．損益計算書に関する事項 （ 当 期 ） （ 前 期 ）

子会社に対する売上高 １，４０５百万円 １，２５３百万円

子会社よりの仕入高 ２６，６６４百万円 ２６，２１０百万円

子会社に対する原材料有償支給高 １１，８４８百万円 １１，３０９百万円

子会社とのその他の営業取引高 １，８０７百万円 １，６７２百万円

子会社との営業取引以外の取引高 ３４０百万円 １７６百万円

３．リース取引に関する事項 （ 当 期 ） （ 前 期 ）

（１）所有権移転外ファイナンスリース

①取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額
（工具器具備品） （工具器具備品）

取 得 価 額 相 当 額 ２４２百万円 ８２１百万円

減価償却累計額相当額 １５２百万円 ６８３百万円

期 末 残 高 相 当 額 ９０百万円 １３８百万円

②未経過リース料期末残高相当額

一 年 以 内 ６４百万円 ２４２百万円

一 年 超 １００百万円 １３４百万円

合 計 １６５百万円 ３７７百万円

なお、未経過リース料残高に重要性がないため、上記の金額は支払利子

込み法により算定しております。

③支払リース料等

支 払 リ ー ス 料 ２４２百万円 ４２１百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 ８６百万円 １３２百万円

（２）オペレーティングリース

未経過リース料

一 年 以 内 ２２０百万円 １８９百万円

一 年 超 ７０百万円 １３０百万円

合 計 ２９０百万円 ３２０百万円
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比較利益処分案Ⅲ－３．

当 期 前 期
科 目 自平成 9年 4月 1日 自平成 8年 4月 1日 増 減 金 額

至平成10年 3月31日 至平成 9年 3月31日

百万円 百万円 百万円
当 期 未 処 分 利 益 ９，１１８ ７，１４８ １，９６９

固定資産圧縮積立金取崩額 ３０ ３２ △ １

海外投資等損失準備金取崩額 ８ ９ △ ０

合 計 ９，１５８ ７，１９０ １，９６７

これを次の通り処分致します。

株 主 配 当 金 ２，０８０ ２，０８０ ０

１株につき １株につき
１３円５０銭 １３円５０銭

役 員 賞 与 金 ８０ ８０ －
（うち取締役賞与金） （７６） （７６） △ ０
（うち監査役賞与金） （ ３） （ ３） ０

固定資産圧縮特別勘定積立金 ２，６１０ ２３ ２，５８６

別 途 積 立 金 ２，７００ ４，２００ △１，５００

次 期 繰 越 利 益 １，６８６ ８０５ ８８０
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売上の内容ＩＶ．

当 期 前 期
区 分 自平成 9年 4月 1日 自平成 8年 4月 1日 対前期比

至平成10年 3月31日 至平成 9年 3月31日

金 額 構成比 金 額 構成比 （前期＝100)

百万円 ％ 百万円 ％
イ ファンデ－ション
ン ・ランジェリ－ １０５，１２４ 76.5 １０４，８００ 76.7 100.3
ナ
｜ ナ イ ト ウ ェ ア １１，９５６ 8.7 １１，９５８ 8.8 100.0
ウ
ｴ リ ト ル イ ン ナ － ２，７９４ 2.1 ２，８２９ 2.1 98.8
ア

小 計 １１９，８７５ 87.3 １１９，５８９ 87.6 100.2

アウタ－ウェア
・スポ－ツウェア ６，３４１ 4.6 ５，９４２ 4.3 106.7

レ ッ グ ニ ッ ト ２，４６４ 1.8 ３，０２６ 2.2 81.4

イ ン テ リ ア ３，１７２ 2.3 ２，８４７ 2.1 111.4

その他の繊維製品
及び関連製品 ３，８５１ 2.8 ３，３７４ 2.5 114.1

飲食・文化・サービス他 １，６７１ 1.2 １，７５０ 1.3 95.5

合 計 １３７，３７７ 100.0 １３６，５３０ 100.0 100.6
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有価証券の時価等Ⅴ．

当 期 前 期
平成１０年３月３１日現在 平成９年３月３１日現在

種 類
貸借対照表 貸借対照表
計 上 額 時 価 評 価 損 益 計 上 額 時 価 評 価 損 益

流 動 資 産 に 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
属 す る も の

株 式 110 513 402 2 2 0

債 券 3,038 3,054 15 4,426 4,448 22

そ の 他 5,860 5,849 △ 10 5,763 5,767 4

小 計 9,009 9,417 407 10,192 10,218 26

固 定 資 産 に
属 す る も の

株 式 12,763 35,509 22,745 13,419 44,918 31,498
( 1,263) ( 2,375) ( 1,111) ( 1,263) ( 3,801) ( 2,538)

債 券

そ の 他 30 31 1 85 85 0

小 計 12,793 35,540 22,746 13,504 45,003 31,498
( 1,263) ( 2,375) ( 1,111) ( 1,263) ( 3,801) ( 2,538)

合 計 21,802 44,957 23,154 23,697 55,222 31,524
( 1,263) ( 2,375) ( 1,111) ( 1,263) ( 3,801) ( 2,538)

(注) 1. 時価等の算定方法
①上 場 有 価 証 券 主として東京証券取引所における最終価格であり

ます。
②店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等であります。
③気 配 等 を 有 す る 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等
(上場、店頭売買有価証券を除く) であります。
④非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格であります。
⑤上 記 以 外 の 債 券 日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘
(時価の算定が困難なものを除く) 柄の利回り、残存償還期間等に基づいて算定した

価格等であります。

2. 株式には、自己株式を含んでおります。

3. ( )内は関連会社に係るもので内書であります。

4. 開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

（流動資産に属するもの） （当 期） （前 期）

内国債のうち残存償還期間１年以内の非上場債券 1,401百万円 1,496百万円

内国債以外の非上場債券 2,800百万円 5,340百万円

追加型公社債投資信託の受益証券 2,300百万円 1,100百万円

（固定資産に属するもの）

店頭売買株式を除く非上場株式 4,950百万円 6,015百万円
（うち子会社及び関連会社株式） (4,080百万円) (5,120百万円)

クローズド期間内の証券投資信託の受益証券 10百万円 10百万円
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益Ⅵ．

当期の市場取引以外の取引として為替予約取引（ドル買円売）がありますが、当事業年度末において

は当該為替予約残高はありません。

Ⅶ． （平成１０年６月２６日）役員の異動

（１）新任取締役候補

田 中 克 彦 （ダイレクト販売事業本部長）

加 藤 道 彦 （総務部長）

（２）新任監査役候補

小 野 泰 生 （取締役国際事業本部長）

藤 田 紘 一 （監査室長）

（３）退任予定取締役

小 野 泰 生 （取締役）

安 田 昭 二 （取締役）

（４）退任予定監査役

田 千 吉 （常勤監査役）藪

橋 田 昌 男 （常勤監査役）

（５）役員の昇格

取締役副会長 寺 出 寅 次 （取締役副社長）

取締役副社長 大 橋 夫 （専務取締役）隆

専務取締役 山 下 昭 治 （常務取締役）

常務取締役 中 野 清 （取締役ワコール事業本部副本部長兼大阪店長）

常務取締役 市 橋 一 昭 （取締役人事部長）


